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１Ｉ０７      新・日本型イノベーションとしての標準化・事業戦略 

  ○小川紘一、新宅純二郎、立本博文（東京大学ものづくり経営研究センター）、善本哲夫 (立命館大學商学部） 

 

１．問題提起とその背景 

  企業がオープン環境の国際標準化に取り組む場合

は、コモディティー化すればするほど市場支配力と収

益力を生み出す仕掛けが製品戦略に取り込まれていな

ければならない。 

まず我が国のイノベーションを、研究開発投資と

営業利益という視点からを概観する。我が国では、

1996年から2005年まで続いた第一期と第二期の科学

技術基本計画で 42 兆円が、また 2006 年から 2010 年

までの第三期では更に約 25 兆円の税金が注ぎ込まれ

る。ここには、我が国が生み出す技術イノベーション

の成果が必ず国際競争力を高めて国富の蓄積に直結す

る、という暗黙の前提があったはずである。しかしな

がら世界経済のグローバル化がこれほど進んだ現在で

も、我が国エレクトロニクス産業の国際競争力は依然

として低下の一途を辿っている。圧倒的な技術力を誇

って世界の 80%以上だった液晶パネルのシェアは

10%まで激減した。携帯電話のシェアはわずか５％に

過ぎない。ノウハウが詰まった擦り合わせ型だから安

心と言われ続けたノート・パソコンも 10%台のシェア

に転落した。かつて 60~70%のシェアを誇った半導体

や DVD も、現在ではわずか 20%強まで低下した。そ

して図１に示すように、エレクトロニクス産業だけが

研究開発投資をすればするほど営業利益が少なくなる

という異常な状態になっている。エレクトロニクス産

業がこのような経営環境に直面したのは、図２に示す

ように、1990 年代の中期以降である。我々はその底流

に潜む経営環境の歴史的な変化を正しく把握し、ここ

から“新・日本型イノベーションとしての標準化・事

業戦略”を構築しなければ、例え国を挙げて標準活動

を推進しても、国際競争力を強化することはできない。 
企業から見たオープン環境の国際標準化は、我が

国が生み出す技術イノベーションの成果をグローバル

市場へ大量普及させる経営ツールとして捉えられなけ

ればならない。国際標準化は製品のコモディティー化

を加速させる機能を持つ。したがってコモディティー

化すればするほど市場支配力と利益の源泉を強化する 

 
仕掛けとしてのプラットフォーム形成が、国際標準化 
活動の進展とともに重要な経営戦略となった(1)。 
  国際標準化とプラットフォーム形成を密接にリン

クさせて我が国企業の付加価値をグローバル市場へ展

開し、その上でさらに経済価値や社会的価値へ転換す

る仕組みつくりが、本報告で提案する“新・日本型イ

ノベーションとしての標準化・事業戦略”である。 
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図２ 我が国のエレクトロニクス産業に見る“失われた１０年”
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技術イノベーションを経済価値や社会的価値へ転換さ

せるビジネス・モデル・イノベーションと言い換えて

もよい。この意味で 21 世紀の国際標準化は、経済的

な価値を生み出すビジネス・モデル構築にその本質が

あり、技術イノベーションを担う研究者ではなく製品
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戦略を担う経営者こそ、標準化活動の前面に出てこな

ければならない。 
２．国際標準化の効用 
 標準化の形態が市場拡大に与える影響を光ディスク

産業の事例で図３に示す。多数の企業（国）が技術を

持ち寄るオープン環境で標準化された DVD は、特定

企業の技術で構成された CD-R/RW や VTR、MiniDisc
にくらべて遥かに市場拡大スピードが速い。そして

DVD は、先進工業国のみならず NIES や BRICS と呼

ばれる開発途上国の経済をも活性化させ、世界の経済

成長に寄与した(2)。2007 年に DVD ドライブの累積出

荷台数が 20 億台に近づき,DVD メディアも２00 億枚

を越えると予想されている。 

図2.3 標準化形態の違いと普及ｽﾋﾟｰﾄﾞ
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東京大学ものづくり経営研究ｾﾝﾀ：小川紘一

 類似の現象はパソコンやデジタル携帯電話でも観察

される。例えばヨーロッパＧＳＭ方式の携帯電話は、

特定企業の技術で構成されたアメリカ CDMA 方式や

特定地域で標準化された日本のPDC方式にくらべて、

圧倒的に大きな市場を形成した（全世界の 65%）。標

準化よって低価格化が進んだおかげで、極貧の生活を

強いられてきた人々でさえグラミン銀行の超低利融資

で携帯電話を手にしながら正しい情報を入手すること

ができ、ささやかながら明るい未来も描けるようにな

ったといわれる。GSM 携帯電話が中国やインドだけ

でなく、極貧に苦しむ南アジアやアフリカ諸国の人々

の生活基盤になったという意味で、国際標準化は人類

の価値創造に大きな役割を果たすまでになった。 

３．オープン環境の国際標準化に見るビジネス・モデル・

イノベーション 

オープン環境の標準化は、製品の付加価値を完成

品から奪って基幹部品や基幹部材に集中させる(3)。ま

た同時に、ブランド力、デザイン、販売チャネル、サ

プライ・チェーン・マネージメントなど、いわゆるも

のづくりから離れたレイヤーへと付加価値をシフトさ

せる。マイコンやファームウエアが製品設計に深く介

在するエレクトロニクス製品ではこの傾向が特に顕著

であり(4)、フルセット型・垂直統合型の組織能力を持

つ企業は、経営資源を付加価値領域へ集中させるタイ

ミングが遅れて市撤退への道を歩んだ。これは我が国

だけでなくアメリカやヨーロッパの伝統的な多数の企

業で観察される共通現象である。 
特に我が国では 1990 年代の後半にエレクトロニ 

クス産業で上記の経営環境が顕在化したが（図 2）、ア

メリカでは既に 1980 年代中期のパソコン産業で顕在

化している。その背景には 1981 年の大幅な独禁法改

定や 1984 年の国家共同研究法の制定があり、ここか

ら多数の企業の協業によるオープン環境の標準化活動

が奨励された。その後のアメリカ企業は、経営側が担

うビジネス･モデル・イノベーションによって標準化を

経営ツールの中核に据えた勝パターンを見出すに至る。

パソコン産業に見るインテル社のプラットフォーム形

成(1)（5）、およびデジタル携帯電話に見るテキサス・

インスツルメント社やクアルコム社のプラットフォー

ム形成が、その代表的な事例である。図１や図２に示

すように、我が国のエレクトロニクス産業は 1990 年

代の後半から“失われた 10 年”の時代に突入したが、

その背後にオープン環境の国際標準化を駆使したアメ

リカ企業のビジネス・モデル・イノベーションがあっ

たのである。アメリカ企業はこれを 1990 年代の中期

に完成させたが、現在では半導体、ソフトウエア、ネ

ットワークなど全てＴＩ関連産業でビジネス･モデル

の深層を支配している。その後、国際的な水平分業や

人の移動を介してアメリカからヨーロッパ諸国および

NIES/BRICS 諸国の企業へと広がった。 
欧米企業に見るプラットフォームは、その多くが 

SystemLSI などの基幹部品を核にして形成される巨

大なブラック・ボックスである。例えオープン環境で

国際標準化されても、全てをオープンにして存続でき
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る企業などはあり得ず、必ずブラック･ボックス領域が

なければならない(1)。また当然のことながら、ブラッ

ク・ボックス化されたプラットフォームの外部仕様は、

標準化によってオープンになる。 
パソコンや携帯電話など、完成品側の技術ノウハ

ウがプラットフォーム側に刷り込まれれば刷り込まれ

るほど市場支配力が強まり、したがって収益力も強ま

る。単なる部品ベンダーに過ぎなかったインテルやク

アルコムはもとより、テキサス・インスツルメントも、

巨額の M&A によって完成品側の技術モジュールやノ

ウハウを取り込んだ。言い換えれば、標準化が持つ基

本的な作用によって完成品のアーキテクチャを強制的

に多数のモジュールへ分割し、これらを完成品側のノ

ウハウとして自社の基幹部品に刷り込みながら統合化

で向かう。これが 1990 年代以降のアメリカ企業に見

るビジネス・モデル・イノベーションであった。 
４．我が国企業の組織能力を活かしたプラットフォーム 

形成の事例 

我が国企業は多くがフルセット型であり、基幹部

材･部品から完成品までの全てを自社内に持つ。したが

って完成品側のノウハウ獲得で、M&A は必ずしも必

要ではない。国際標準化とプラットフォーム形成をリ

ンクさせるというビジネス・モデルを経営者が追求し

さえすれば、欧米諸国に先んじてプラットフォームを

形成することができる。ここでプラットフォーム形成

の中核になるのは我が国企業が誇る“摺り合わせ型の

ブラック・ボックス技術や匠の技”であり、国際標準

化はこれを瞬時に世界市場へ普及せる役目を担う。 
その代表的な事例が三洋電機の DVD プレイヤー

に見るプラットフォーム形成であり、そして三菱化学

の DVD メディアに見るプラットフォーム形成である。

三洋電機と三菱化学が形成したプラットフォームの威

力は、インテルやクアルコム、テキサス・インスツル

メントが形成したプラットフォームのそれと全く同じ

であり、DVD プレイヤーや DVD メディアがコモディ

テー化すればするほど、三洋電機と三菱化学の市場支

配力や利益の源泉が強化された。 
三洋電機は2000~2002 年に摺り合わせ型の匠の技

が詰まった OPU を核に、DVD プレイヤー市場でプラッ

トフォーム・リーダーへの道を歩んだ。この姿は

1994~1996 年のパソコン市場に見るインテル,さらに

は 1997~1998 年のデジタル携帯電話に見るクアルコム

やテキサス・インスツルメント社の姿と同じである。

三洋電機は、DVDプレイヤーの光ピックアップ（OPU）

という基幹部品ビジネスに特化はしたが、同時に DVD

に関する深いドライブ技術を持っていた。しかしドラ

イブ技術は、自社のコア・コンピタンスであるOPU に

ドライブ（完成品）側のノウハウを埋め込む手段とし

てのみ活用され、三洋電機はドライブ・ビジネスに手

を出さない。三洋電機のOPUがインテルのMPU単体に

対応し、三洋電機が提供したトラバース・ユニットの

ソリューションは、インテルが推進したマザー・ボー

ド・ソリューションに対応する。DVD プレイヤーで三

洋電機が中国ローカル企業をパートナーにプラットフ

ォームを形成する姿は、インテルが台湾企業をパート

ナーにして形成するプラットフォームと同じであった。

コモディティー化が究極まで進んだDVDプレイヤーの

業界で、三洋電機の光ピックアップは 40%以上のシェ

アを持ち、競合他社を寄せ付けない。現在でも、グロ

ーバル市場で圧倒的な競争力を維持・拡大している。 

三菱化学に見るプラットフォームの特徴は、記録

型 DVD メディアの基幹部材である色素（記録材料）

とスタンバー（メディア成型の超精密原盤）とを、一

体化された技術モジュ－ルとしてブラック・ボックス

化し、これを設備ベンダーに提供しながら量産システ

ム（製造ノウハウ）の全工程を支配した点にある。三

菱化学が開発した AZO 系色素は、記録型 DVD の記録

層を構成する基幹素材であり、DVD メディアで最も

付加価値（利益率）が高い。三菱化学は DVD の国際

規格を制定するプロセスで特に強力なドライブ・ベン

ダーと戦略的な連携を組み、自社の色素材料とその関

連知財を国際標準の中に刷り込ませた。特に記録型

DVD ドライブで最も深い擦り合わせノウハウとされ

る Write Strategy(4)が三菱化学の AZO 色素を前提に

開発されているので、メディアを量産する企業にとっ

て他の色素に変えるスイッチング・コストが極めて高

くなる。また Write Strategy が SystemLSI のファー

ムウエア・モジューとして DVD ドライブ側に蓄積さ

れるので、メディア・ベンダー側で他の色素に変える

ことはほとんど不可能近い。 
三菱化学は、擦り合わせ型の AZO 色素とスタン

パーを武器にまず川上に位置取りされる領域を支配し、
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川中に位置付けされる量産システムは製造設備メーカ

とのパートナー・シップで支配し、更に川下に位置取

りされる領域は強力な販売チャネルとブラント力を武

器に Dell のモデルで支配した。この意味で三菱化学は、

図 4 に示すように、自社が持つ統合型の組織能力を最

大限に生かしながら、色素という基幹部材を業界バリ

ュー・チェーンの全領域と強い相互依存性を持たせる

仕掛けを構築し、壮大なプラットフォーム形成に成功

している。我が国企業の得意技を生かしたプラットフ

ォーム・リーダーとしての完勝パターンを、ここに見

ることができる。 
図４ フルセット型・三菱化学に見るDVDメディアの

プラットフォーム形成（全体像）
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統合化された技術ﾓｼﾞｭｰﾙ
（ブラック・ボックス） 小川紘一：東京大学ものづくり経営研究センター

  素材としての AZO 色素が業界の全領域に大きな

支配力を持つに至る経緯は、結果的にインテル

MPU/Chipset の事例と同じに見えるものの、そのプ

ロセスに大きな違いがある。1980 年代のインテルは新

興のベンチャー企業であり、パソコン業界でバリュ

ー・チェーンの一部しか担うことができなかった。し

たがって、標準化を経営ツールにしながら完成品側の

アーキテクチャを強制的にモジュラー化させ(5)、
M&A 個別などを駆使しながらモジュールを一つずつ

自社 MPU へ統合して行く以外にプラットフォームを

形成することができなかった。一方、三菱化学はイン

テルと異なり、色素やスタンパーから基板成型を含む

全てのメディア・製造テクノロジーを自ら開発し、バ

リュー・チェーンの全レイヤーを自社の中で持ってい

たという意味で、フルセット型・統合型の組織能力を

備えていた。この意味で三菱化学の事例は、今後の我

が国企業が採るべき“新・日本型イノベーションとし

ての標準化事業戦略”のモデル・ケースとなる。 

５．新・日本型イノベーションとしての標準化・事業戦略 

  フルセット型・統合型を競争優位として持つ我が

国企業の方が、欧米やアジア諸国企業よりも理論的に

はプラットフォーム形成に適している。これを２つの

事例から明らかにした。これまで我が国企業の多くは、

国際標準化がもたらすコモディティー化が高収益化と

互いに矛盾する概念である、と捉える傾向が強かった。

この矛盾をビジネス・モデルとして統合する枠組みが

“新・日本型イノベーションとしての標準化・事業戦

略”である。  

世界のエレクトロニクス産業で長期にわたる影響

力を維持･拡大してきた企業の多くは、標準化とプラッ

トフォーム形成とを製品戦略として一体化させ、その

上でさらにプラットフォームそれ自身のアーキテクチ

ャをコントロールする企業群であった(1)。大量普及に

向けた仕掛け作りとしての国際標準化活動だけでなく、

今後は利益の源泉としてのブラック・ボックス側をも

経営戦略としてコントロールするという、プラットフ

ォーム･リーダーの育成が急がれる。我が国企業が生み

出す技術イノベーションの成果は、これによってグロ

ーバル市場の経済価値や社会的価値へ転換できるであ

ろう。 
注： 本研究の一部は、新エネルギー・産業技術総合機

構(NEDO)による委託研究に基づいている。NEDO の

関係各位に感謝したい。 
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